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第６号議案 

 

臼杵市公立学校のあり方に関する基本方針の策定について 

 

臼杵市公立学校のあり方に関する基本方針を定めることについて、臼杵市教育長

に対する事務委任規則（平成１７年臼杵市教育委員会規則第６号）第１条第１項第

１号の規定に基づき議決を求める。 

 

令和６年２月２８日提出 

臼杵市教育委員会教育長  安 東  雅 幸 

                      

 

記 

 

臼杵市公立学校のあり方に関する基本方針を別紙のとおり定める。 

 

 

 

 

 

理 由 

今後の公立学校のあり方に関する検討を進めるため、臼杵市公立学校のあり方に

関する基本方針を定める必要があるので提出する。 
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第７号議案 

 

臼杵市立学校管理規則の一部改正について 

 

 臼杵市立学校管理規則の一部改正について、臼杵市教育長に対する事務委任規則

（平成１７年臼杵市教育委員会規則第６号）第１条第１項第２号の規定に基づき議

決を求める。 

 

 令和６年２月２８日提出 

 

臼杵市教育委員会教育長  安 東  雅 幸  

 

臼杵市教育委員会規則第１号  

 

臼杵市立学校管理規則の一部を改正する規則 

 

臼杵市立学校管理規則（平成１７年臼杵市教育委員会規則第１８号）の一部を次

のように改正する。 

第２３条第１項中「いう。）」の次に「、専門幹」を加える。 

第２４条第５項中「主幹（」を「専門幹又は主幹（これらが」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 学校事務職員について、新たに専門幹の職を設置する必要があるため。 
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第８号議案 

 

臼杵市立臼杵図書館条例施行規則の一部改正について 

 

 臼杵市立臼杵図書館条例施行規則の一部改正について、臼杵市教育長に対する事

務委任規則（平成１７年臼杵市教育委員会規則第６号）第１条第１項第２号の規定

に基づき議決を求める。 

 

 令和６年２月２８日提出 

 

臼杵市教育委員会教育長  安 東  雅 幸  

 

臼杵市教育委員会規則第２号  

 

臼杵市立臼杵図書館条例施行規則の一部を改正する規則 

 

臼杵市立臼杵図書館条例施行規則（平成１７年臼杵市教育委員会規則第２７号）

の一部を次のように改正する。 

第７条の見出し中「利用カード」の次に「の取扱い」を加え、同条に次の２項を

加える。 

３ 利用カードの有効期間は、５年とする。 

４ 貸出し利用者が、利用者カードの有効期間を超えて、引き続き館外貸出を受け

ようとするときは、利用者カードを更新しなければならない。 

   附 則 

この規則は、令和６年１２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 利用者情報の適正管理のため、有効期間を設定する必要があるため。 
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